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 はじめに  

令和の時代と今後の社協の健全運営（経営）について 

                      

                   社会福祉法人 宮津市社会福祉協議会 

                    会 長  細 見 節 夫 

 

全国どこの社会福祉協議会も超高齢化と地方経済の減速化の時代変化の中で、財政問題が深刻

化しつつある。 

 宮津市社会福祉協議会も例外ではなく、行財政改革に伴う補助金や受託金額の削減や会費収入

および介護保険収入の伸び悩み等によって財政事情が悪化し、経常収支の赤字を過去の遺産であ

る福祉の積立金を毎年取崩し、収支のバランスを維持してきた。 

 収益事業が少なく、営利を目的としない社協の財源は、行政からの補助金や委託金ならびに市

民からの社協会費や寄付金、共同募金そして介護保険事業収益である。 

 平成 24年ごろまでは介護保険事業収益もあり、財政収支は安定的に推移してきたが、宮津市の

行財政改革や介護保険事業収益の伸び悩み等により、平成 25年度からは毎年 1,000万円近くの赤

字となり、それを積立金の取崩しで賄う赤字経営を余儀なくされてきた。 

 その結果、平成 30 年度末には 10 年前に 1 億 1,900 万円あった福祉積立金は 5,000 万円まで減

少し、このまま放置すれば 2～3年で枯渇する危機的な状況に追い込まれている。 

 こうした状況を踏まえ、遅きに失した反省と経営の責任は免れないが、宮津市社協は平成 30年

度に外部の有識者を含めた財政健全化検討委員会を立ち上げ、過去の社協経営の評価を行うとと

もに赤字経営の要因分析を行った。 

 結論的には社協の運営はされてきたが、赤字経営から脱却するための経営改革を行うことなく、

積立金の取崩しを自主財源に充てることで問題を先送りしてきたのが基本的な問題の構図である。 

 検討委員会の経営改革案は、財政収支の構造改革によって令和 2 年度以降 3 年以内に積立金の

取崩しがない財政収支構造に戻すことを基本方針とした。 

 社協は積立金がなくなって赤字経営に陥った場合、経営責任は問われるが社協の組織を解散消

滅できるものではなく、自立再生の道を歩むことになる。 

 その面において財政健全化の取り組みは単に財政収支の均衡を図る方策を検討するだけの問題

にとどまらず、宮津市の地域福祉をどのように健全に推進していくかの極めて重要な問題である。 

 これまでもそうであったが、これからの時代において、より社会的セーフティーネット機能が

重要となる社協が経営問題で委縮し、地域福祉の推進が停滞するような事態は何としても避けな

ければならない。 

 今回の経営健全化の取り組みは、社会福祉の原点に戻り、令和の時代にふさわしい地域福祉の

担い手として再出発する決意で経営改革を進めるものである。 
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第１章  計画策定の趣旨 

宮津市社協は民間の非営利団体として宮津市制と同時に発足し、50年前に法人格を取得し、

行政と緊密な連携のもと多くの市民の協力を得ながら地域福祉の増進に努めてきた。 

社協は、歴史的には社会の善意を集約して、必要な個人や団体に分配する事業に始まり、社会

が近代工業化し経済が成長するに従い、社協の社会経済的な機能や法的整備が進むとともに宮津

市行政の福祉施策の推進役として社会的に大きな役割を担うこととなった。 

現在では、在宅福祉サービスの介護保険事業を含めて事業規模が 1億円を超える大きな経営組

織体となり、従業員は非常勤を含めて 40数名の職員や多くのボランティア団体が社協の運営に

関わっている。 

平成の時代から令和の時代に移り、超高齢化・人口減少・経済の縮小化が急激に進む時代とな

った。また人生 100年時代に突入し、我が国の経済社会は大きく変容しつつある。 

こうした中で社協の経営を取り巻く環境は、超高齢化で福祉需要が増大するとともにサービス

の多様化・高度化が求められる一方で、行政の財政収入の先細りと行財政改革に伴う補助金・受

託金の縮小、介護保険事業の成熟化などにより社協の財政収支が悪化し、近年は赤字を過去の遺

産である積立金の取崩しで賄う運営を余儀なくされてきた。そして積立金は、ここ数年で枯渇し

てしまう緊急事態であり、社協の経営改革は待ったなしの状態にある。 

本計画は、以上の背景を踏まえ財政健全化並びに今後の経営安定化について対策と方針をまと

めたものである。 

 

 第２章  赤字経営の要因分析 

１．社協の財政収支の構造 

 
 

社協の財政の主な収入源は、 

 

① 行政からの補助金・受託金 

② 社協会費 

③ 寄付金 

④ 共同募金・歳末助けあい募金 

⑤ 介護保険の事業収益 
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であり、社協組織の運営経費は補助金・受託金と会費によって大半が賄われている。 

そして支出は、7割が人件費である。 

 

２．赤字構造の要因 

近年の社協の財政収支は、平成 25年度から毎年 1,000万円前後の福祉基金取崩しによって収支

の均衡をはかる赤字経営で推移しており、5 年間の累積取崩し額は約 7,000 万円で、この状態が

続けば数年で福祉基金は枯渇することになる。 

この赤字経営の要因は、以下の通りである。 

 

① 宮津市の行財政改革による補助金の削減ならびに受託業務の補助金施策への変更による補 

助金削減 

② 人口減少に伴う会費収入の低下 

③ 寄付金額の縮小 

④ 宮津市の地域福祉計画が減量化に伴う見直しを伴っていない 

⑤ 行政施策との関係もあり減収に見合う社協の改革が進まず 

⑥ 社協の経営分析が不十分で経営実態が的確に把握できる財務管理体制が脆弱である。法に 

基づく財務管理と会計管理が複雑であり、多種多様な事業展開の経営実態の情報公開が不 

十分で、社協経営のチェック監視機能が、十分働いていない 

⑦ 社協経営の PDCAサイクルが機能しておらず、計画的な業務執行ができていない 
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平成 30 年度サービス事業区分ごとの収支状況（単位：千円） 

平成 30年度収支赤字の事業（介護保険事業を除く） 

 

 

積立金を取崩した赤字事業 積立金取崩し額 

１．法人運営事業 8,614 

２．ボランティア振興事業 4,077 

３．福祉サービス利用援助事業 292 

４．福祉センター管理経営事業 494 

５．外出支援サービス事業 1,379 

合 計 ▲14,856 

 

 

 

 平成 30 年度収支赤字の事業収支構造  

 

１．法人運営事業 

会費 5,672 

寄附金 756 

補助金 11,086 

受託金 2,716 

事業収入 94 

受取利息配当金 215 

その他の収入 165 

収入計 20,704 

人件費支出 21,770 

事業費支出 1,311 

事務費支出 3,729 

助成金支出 2,498 

負担金支出 10 

支出計 29,318 

差引き収支 ▲8,614 

 

 

 

 

 

赤字の内訳グラフ 

 

1・法人運営事

業58%
2・ボランティア振興

事業 28%

3・福祉サー

ビス利用援助

事業 2%

4・福祉センター管理

経営事業 3%
5・外出支援サービス

事業 9%

30年度収入構造       30年度支出構造

会費収

入

19%

寄附金

収入

3%

経常経

費補助

金収入

38%

受託金収入

9%
事業収入

0%

受取利

息配当

金収入

1%

その他

の収入

1%

赤字

29%

人件費

支出

74%

事業費

支出

4%

事務費

支出

13%

助成金

支出

9%

負担金

支出

0%
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２．ボランティア振興事業 

補助金 3,618 

その他の収入 11 

収入計 3,629 

人件費 5,511 

事業費 1,448 

事務費 183 

分担金 24 

助成金 540 

支出計 7,706 

差引き収支 ▲4,077 

 

３．福祉サービス利用援助事業 

補助金 4 

受託金 2,422 

事業収入 783 

収入計 3,209 

人件費 3,086 

事業費 228 

事務費 187 

支出計 3,501 

差引き収支 ▲292 

 

４．福祉センター管理経営事業 

受託金 1,250 

事業収入 378 

収入計 1,628 

事務費 2,122 

支出計 2,122 

差引き収支 ▲494 

 

５．外出支援サービス事業 

補助金 1,860 

事業収入 2,519 

収入計 4,379 

人件費 4,257 

事業費 1,451 

事務費 50 

支出計 5,758 

差引き収支 ▲1,379 

30年度収入構造       30年度支出構造

 

経常経

費補助

金収入

47%

その他

の収入

0%

赤字

53%

人件費

支出

72%

事業費

支出

19%

事務費

支出

2%

分担金

支出

0%

助成金

支出

7%

  30年度収入構造       30年度支出構造

経常経

費補助

金収入

0%

受託金収入

69%

事業収入

23%

赤字

8%

人件費

支出

88%

事業費

支出

7%

事務費支出

5%

  30年度収入構造       30年度支出構造

 

受託金

収入

59%
事業収入

18%

赤字

23%

事務費支出

100%

   30年度収入構造       30年度支出構造

 

経常経費

補助金収

入32%

事業収入

44%

赤字

24%

人件費

支出

74%

事業費

支出

25%

事務費支出

1%
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 平成 30 年度 介護保険事業の収支構造  

１．居宅介護等事業（ヘルパー） 

介護保険事業収入 16,044 

その他の収入 17 

収入計 16,061 

人件費 15,332 

事業費 618 

事務費 897 

支出計 16,847 

差引き収支   ▲786  

 

２．障害福祉サービス事業 

障害等事業収入 6,035 

収入計 6,035 

人件費 5,036 

事業費 329 

支出計 5,365 

差引き収支 670 

 

３．居宅介護支援事業（ケアマネ） 

 

 

 

 

      

 

４．訪問入浴事業 

受託金 2,321 

事業収入 18 

介護保険事業収入 15,610 

収入計 17,949 

人件費 18,392 

事業費 1,737 

事務費 760 

支出計 20,889 

差引き収支 ▲2,940 

受託金 8 

介護保険事業収入 8,728 

収入計 8,736 

人件費 7,388 

事業費 224 

事務費 703 

支出計 8,315 

差引き収支 421 

30年度支出構造 

 

人件費

91%

事業費

4%

事務費

5%

30年度支出構造 

 

人件費

94%

事業費

6%

30年度支出構造 

 

人件費

89%

事業費

3%

事務費

8%

30年度支出構造 

 

人件費

88%

事業費

8%

事務費

4%
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 その他 平成 30 年度事業の収支構造  

 

１．生活福祉資金貸付事務受託事業 

受託金収入 1,127 

収入計 1,127 

人件費支出 752 

事業費支出 125 

事務費支出 46 

助成金支出 228 

支出計 1,151 

差引き収支 ▲24 

 

２．共同募金配分金事業 

補助金 4,070 

収入計 4,070 

事業費支出 2,266 

助成金支出 1,804 

支出計 4,070 

差引き収支 0 

 

３．ボランティア基金 

受取利息配当金 216 

収入計 216 

支出計 0 

差引き収支 216 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30年度支出構造 

 

人件費

支出

65%
事業費支

出11%

事務費

支出

4%

助成金支出

20%
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 第３章  社協改革の基本的視点 

社協は行政と車の両輪で社会福祉の推進を図るものであるが、元々は市民社会から寄せられる

善意の集約と配分事業を主たる目的に発展してきたものである。 
社会が経済成長していく過程で行政の福祉施策の増進によって社協への補助金および業務委託

が拡大する一方、社会福祉法の時代改革や介護保険制度による福祉需要の供給体制の法整備もあ

り、事業拡大によって社協は大規模で多様な福祉需要への対応が求められる経営組織体になった。 

 経済が成長し、公的な福祉施策が拡充していく時代には、補助金行政によって社協の事業規模

と組織体制もそれなりに充実してきた。 

 しかし、今の時代は人口減少と経済のダウンサイジングで成長時代と全く逆の社会の流れで福

祉財源はすべての項目にわたって縮小していくことがはっきりしている。 

 行政が緊縮財政に陥入り、行財政改革の断行で市民社会の公的サービスが低下を余儀なくされ

ることは自明の理である。 

 社協も全く同様の状態にあり、減収に見合った経営改革が必然であるが、社協の事業が福祉サ

ービスであるだけに事業の見直しに躊躇せざるを得なく、社協も行政においても積立金が存続す

る間は、経営改革（事業の見直し）を回避してきた。 

このことにより社協の経営改革が進まず、積立金取崩しでその場しのぎの措置が取られてきた

のが実態である。しかし、積立金の枯渇することは目前に迫っており事態は深刻である。 

経営改革はいかにして収支構造を健全化していくかのプロセスと方策を明らかにして行くこと

であるが、収入構造、支出構造の両面において時代の変化に対応できるものでなければならない。 

 時代の変化と社会の流れが変わっていく中で、公的財源が減少していくことは避けられず、福

祉事業の主体が公助から共助・自助にシフト化せざるを得ない時代が到来したということである。 

具体的には人口減少や経済状況、行財政改革の行方、介護保険事業の見通しなどから収入面で

は既存財源は年々縮小していかざるを得なく、安定化させるためにはきめ細かな既存財源の取り

組みに合わせ、採算の取れる新たな事業を展開していく必要がある。 

支出面においては、時代変化に対応した社協の社会性を考慮しつつも、経営効率化の観点から

法人運営についてすべての業務について点検し、事業仕分けを進めていくことが必要である。 

特に行政からの受託事業および介護保険事業以外の社協の自主事業については、積立金が枯渇

する今日においては、将来にわたって採算制がとれるものに限って実施する原則を確立すべきも

のである。 

以上の基本的視点に立って赤字経営の構造改革を強力に推進し、宮津市社協が社会性と経済性

の調和を図りながら、地域福祉政策を推進していくための財政のバランスシートを以下の方針で

確立することとする。 
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 第４章  改革の基本方針 

１. 基本方針 

特段の事情のない限り、積立金を取崩す財政収支計画を作らない。 

3年以内に赤字経営体質（令和元年度 1,400万円）から脱却することを目指す。 

収入面で社協会費の増額（100 万円）を図り、人員削減および役員・職員の報酬手当のカット

（500万円～600万円）および各種団体への助成金の削減（100万円）など合わせて法人運営の合

理化と経費節減によって 700万円～800万円程度を捻出するものとする。 

その上において 3 年間をかけて段階的に補助金を増額することによって収支構造の改善を図る

ことを宮津市に求めていく。 

これによっても収支構造の改善が図れないときには、思い切って支出面で職員の削減および赤

字経営のサービス事業（外出支援サービス、暮らしのかけ橋、ボランティア振興）を廃止してい

くことを検討していく。 

この基本的な考え方に立って以下の方針で改革を進める。 

 

（１）社協の法人経営に必要な運営経費は、原則的に補助金で対応する。 

（２）行政計画に基づく福祉施策の執行は対等と契約原則で行うことを前提として。 

自主的財源と受託業務が曖昧となっている運営の実態を改善し、契約に基づく業務の見直 

しを進め、採算の取れない自主事業は廃止する。 

（３）人件費抑制、役員報酬見直し、経費削減、助成金見直しなどの経営合理化を進め、経営健 

全化の組織体制の確立を図る。 

（４）会費（普通会費）を 800円から 1,000円に引き上げ、市民に対する広報活動を強化して特 

別会費を含めた会費の全体収入の増収を図る。 

（５）赤字となっている自主事業は、廃止の方向で見直すともに社会的ニーズが高い業務におい 

ても経営の観点からあり方を検討する。 

（６）いつでもだれでも社協の経理の実態がわかるよう財務管理の情報公開に努め PDCAサイクル 

が機能するよう経営管理システムを再構築する。 

（７）内外の社協経営チェック監視機能システムの強化を図る。 

２. 具体的方針 

（１）財源の安定化対策 

① 補助金 

社会福祉協議会の法人経営に必要な運営経費（人件費）は、原則的に行政の補助金で対応する

のが前提であるとの考えから、宮津市に対して補助金の増額を求めていく。 

 

② 行政施策と受託契約 

当初は、委託契約であったが宮津市の財政事情によって補助金に切り替えられたサービス事業

については、改めて次年度以降、契約のあり方を含め、経営の観点から今後の各サービス事業の

取り扱いについて宮津市と協議を行う。 
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③ 会費改定 

普通会費は、平成 19年度に改定したが、人口減少による目減りや、近隣市町村社協の動向及び

財政健全化の観点から会員の理解と協力を得て、令和 2年度から 800円を 1,000円に引き上げる。 

また、健全化の進捗状況や社協財政を取り巻く環境変化に応じて、定期的に会費改定を検討し

ていく。 

会員増強運動の地域別、年代別への働きかけを強化していく。具体策は以下のとおり。 

普通会費は、自治会未加入者へ社協の活動状況を広報誌やホームページ等で周知するとともに、

会費納入の呼びかけを行う。 

賛助会費は、民生児童委員、宮津市職員、宮津市社協職員及び役員の OB等に参加拡大の協力の

呼びかけを行う。 

特別会費は、介護保険事業所や障害福祉施設、薬局などに対しても積極的に加入促進を働きか 

ける。 

 

④ 寄付金対策 

 寄付金に対する優遇措置を含め、市民に向けた寄付文化の醸成のための啓発活動を強化する。 

 

⑤ 積立金の取崩しルール化 

積立金を取崩して行うような財務支出計画を作らないことが原則であるが、今後やむを得ず 

取崩す場合の取り扱いのルール化を図り、評議員会の議案とする。 

 

（２）法人運営の見直し 

① 経営効率化 

ア）人件費の削減 

○ 職員体制 

・令和 2 年１月 1 日現在の職員数は、正規職員 11 名、臨時・嘱託職員 12 名、非常勤ヘルパー

10名、生活支援員 8名、運転協力員 5名の合計 46名の人員体制となっている。 

・限られた人員で、より効果的かつ効率的な執行体制を構築するためには、臨時職員、嘱託職 

員等を含めた適材適所の配置や定員の適正化を図るとともに、正規職員については中核的な 

事業を担う職員として確保に努める。 

・今後 3年間は、定年退職に伴う新規採用は見合わせる。 

・4 年後以降は、将来的な事業の実施に伴う事務量も考慮に入れるなど、将来的な社協職員の  

年代構成のバランス等も考慮して、必要に応じて見直しを行う。 

 

○ 役員報酬・役職手当の見直し 

・役員報酬については会長 50,000円／月を 30,000円／月に、副会長 35,000円／年を 15,000 

円／年に、理事 15,000円／年を 5,000円／年に、監事 10,000円を 5,000円／年に減額する。 

・役職手当の見直しとして事務局長 9,000円／月を 0円に、事務局次長 18,000円／月を 10,000 

円／月に、課長 18,000円／月を 10,000円／月に減額する。 
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○ 旅費の見直し 

・日当 2,200円（役員及び 3級以上は 2,600円）を 1,100円に、宿泊料 11,800円（役員及び 3 

級以上は 13,100円）を 10,900円に減額する。 

 ・旅費の支給額については、宮津市に準じているが、社協独自の支給額について今後検討して

いくものとする。 

  

イ）事務費の合理化 

事務費については、できる限りの合理化を図る。 

 

ウ）助成金の減額見直し 

○ 地域福祉活動、地区支会等の補助の削減 

・地区支会組織活動費補助金を令和 2年度から一律 25,000円を一律 10,000円に減額する 

・敬老会助成金を令和 2年度から対象者＠120円を＠80円に減額する 

・ふれあいサロン活動補助については、令和 2年度から補助額を減額する 

・給食サービス事業補助金を令和 2年度から減額する 

・福祉活動助成金については、減額する方向で見直しを図る 

 

② 組織運営改革 

ア）評議員会や理事会の運営方法を含め社協の健全経営のための運営、事業の推進について先 

進事例や全社協の研究会報告を参考にできるところから改革していく 

イ）社協運営の PDCAサイクルが機能する新たな仕組みを構築する 

ウ）活動・事業に関する内部評価のシステムについて研究していく 

 

③ 直営事業見直し 

ア）外出支援サービス事業 

 経過  

平成 13 年 5 月に事業を開始し、平成 17 年度までは宮津市の委託事業（人件費含む事業費）で

あったが、平成 18 年度は、委託事業としては廃止された。しかし事業を廃止することはできず、

社協の自主事業として取り組んだ経緯がある。 

   平成 19年度からは委託契約ではなく、有償運送活動支援事業として補助金を受け、事業経営の 

赤字部分を補填してきた。 

補助の内容は 19年度から 23年度までは事務担当職員分を除いた事業費相当分、平成 24年度か

らは事務担当職員と事業費の 2分の 1である。 
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 対策 

赤字経営から脱却するため 

・宮津市との契約の見直しについて協議していく（補助金から委託料への変更） 

・利用者の会費を 2,000円から 3,000円に引き上げる。 

・利用料金（運賃料金）を以下のように改める。 

① 基本料金 650円から 700円に引き上げる。 

  ② 4ｋｍを超える分の加算を 200円から 300円に引き上げる。 

 

イ）暮らしのかけ橋 

 経過  
暮らしのかけ橋事業は、これまでゴミ出しなど市民のちょっとした困りごとをかけはし（市民

の協力者）によって解決していく助けあいの活動で、平成 25年 2月から開始した。 

事業の目的は、市民社会におけるお互い様の助けあい運動として定着することを念頭に、社協

がモデル事業化のため仕組みを作り、利用する人とかけはしさんの調整業務を社協事業として展

開してきたものである。その試験的な取り組みが市民社会の共助の活動として定着した段階で、

社協の手助けはなくなることを予定していたものである。 

しかし、かけはしの担い手不足のため社協職員の業務量が増大し、運動の展開が難しい現状に

あり、経営の観点から見直しが必要となってきた。 

 

 対策  

現状において社協独自での自主事業として継続することは困難であり、今後の運動展開の在り

方について宮津市をはじめ関係機関と協議を進めていく。 

 

ウ）新規事業 

時代に対応していく新規事業については採算性に十分配慮しながら前向きに取り組んでいく。 

・「総合事業通所型サービスＡ」及び「認知症カフェ」並びに「公共交通空白地の交通に関する

事業」について令和 2年度中の受託に向けて宮津市と協議を行っていく。 

・成年後見制度で宮津市社協が受任人となる「法人後見事業」について、福祉サービス利用援 

助事業の利用契約者支援の充実を図るため、受任体制を整備していく。 
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④ ボランティア振興事業運営 

 経過  

   ・平成 18 年度まではボランティア設置補助金として宮津市より定額の人件費補助があったが、 

平成 19、20年度には宮津市の補助がなくなった（2年間で 960万円の自己負担金）。 

 ・平成 21年度から宮津市の補助金は事業費(人件費含む)の 2分の 1で多額の自己負担金の支出 

が続いている。 

 

 対策  

ア）ボランティア振興は宮津市地域福祉計画の基本目標であることを踏まえ、社協の自己負担が

なくなるよう、宮津市の補助金の見直しと行政施策との整合性を求めていく。 

 

イ）ボランテイア振興関係の助成金、補助金等について、減額、廃止の見直しを図る。 

① ボランティアグループ活動助成 

② 福祉協力校活動助成 

③ 子どもと地域つながり助成事業 

④ ボランティア保険加入補助 

⑤ 社協・ボランティアだよりみやづの発行回数（年 4回） 

 

（３）介護保険事業 

介護保険制度や在宅福祉を取り巻く時代の変化に対応しながら健全経営に努め、できる限り収

益が上がるよう取り組んでいく。 

・同行援護事業において、職員に資格を取得させることにより事業の拡充に努める。 

 令和 2年 1月 1日現在 11名の利用者(男性 6名、女性 5名）となっており、事業拡充のため、 

 令和元年度に職員 1名が「令和元年度京都府同行援護従業者養成研修（一般過程、応用過程）

を修了している。 

・訪問入浴介護における新規利用者の受け入れ体制を充実したことにより、今後も利用者の確 

保に努める。 

令和 2年 1月 11日現在 20名の利用者（介護保険事業の利用者 17名、市町の委託事業の利用

者 3名）となっている。 
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 ・訪問介護については、職員の確保が困難な状況ではあるが、引き続き利用者の確保に努める。

（令和 2年 1月 1日現在の利用者は 70名） 

 

（４）情報公開 

ア）市民に対する積極的な情報公開により透明性の確保を図っていく。 

・「社協・ボランティアだよりみやづ」、「ホームページ」、「フェイスブックページ」等多様な広 

報媒体による広報活動を強化していく。 

 

イ）広報の内容充実を図る。 

・福祉制度全般を市民に分かりやすく伝える 

・宮津市社協の事業、財政や会員の事業内容の紹介 

・市内各地域で行われている独創的な取組みや人物紹介 

 

（５）社協の経営内容のチェック体制の強化 

・わかりやすい管理会計の仕組みをつくる 

 ・理事会の運営方法を改善する 

 ・評議員会の機能強化のための運営の改善を図る 

 ・専門家による外部監査の在り方を検討する 

 

≪参考資料≫ 

 ●取り組みの経過 

  ①第 1回宮津市社会福祉協議会財政健全化検討委員会 

   ・平成 31年 2月 28日開催 

   ・委員長、副委員長の選出 

   ・宮津市社会福祉協議会財政健全化計画の策定について 

  ②第 2回宮津市社会福祉協議会財政健全化検討委員会 

   ・令和元年 6月 27日開催 

   ・宮津市社会福祉協議会財政健全化計画の策定（追加事項）について 

  ③第 3回宮津市社会福祉協議会財政健全化検討委員会 

   ・令和元年 8月 30日開催 

   ・宮津市社会福祉協議会財政健全化・経営安定化計画中間（案）について 

   ・上記中間（案）の結論をもってパブリックコメントにかけることを確認した。 

  ④宮津市社会福祉協議会財政健全化・経営安定化計画中間（案）パブリックコメント 

   ・令和元年 10月 11日から 11月 8日まで実施 

   ・「ホームページ」、「フェイスブックページ」により実施 

   ・宮津市内各地区公民館（宮津市地区連絡所）で紙媒体により実施 

   ・宮津市自治連合協議会、宮津市民生児童委員協議会、宮津市ボランティア連絡協議会、 

    宮津市老人クラブ連合会、宮津市身体障害者団体連合会ほか宮津市市内の団体へ紙媒体 

により実施 

  ⑤第 4回宮津市社会福祉協議会財政健全化検討委員会 

   ・令和 2年 1月 28日開催 
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   ・パブリックコメントの実施結果について 

   ・宮津市社会福祉協議会財政健全化計画（最終案）について 

   ・今後のスケジュールについて 

 

●委員会構成 

  宮津市社会福祉協議会財政健全化検討委員名簿 

 

 氏  名 所     属 備   考 

 小長谷 敦子 会計士 会計士 

 藤本 繁光 税理士 税理士 

升田 榮二 

岩田 光雄 

社会福祉法人宮津市社会福祉協議会副会長（R1. 6.16 まで） 

      〃             （R1. 6.17 から） 

宮津市自治連合協議会長 

     〃 

橋本 俊次 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会理事 宮津市老人クラブ連合会長 

 青木 眞久 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会理事 社会福祉法人北星会理事 

 笠井 裕代 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会理事 宮津市健康福祉部長 

  東  修一郎 

 宮本 哲雄 

社会福祉法人宮津市社会福祉協議会評議員（R1.12.18 まで） 

      〃             （R1.12.19 から） 

宮津市民生児童委員 

    〃 

 岩田 光雄 

 位田  清 

社会福祉法人宮津市社会福祉協議会評議員（R1 .6.30 まで） 

      〃            （R1. 7. 1 から） 

宮津市西部地区会長 

宮津市東部地区会長 

 河原 末彦 

 小濃 孝之 

社会福祉法人宮津市社会福祉協議会評議員（R1 .9.30 まで） 

      〃            （R1.10. 1 から） 

宮津市議会産業建設福祉委員長 

     〃 

 山口 孝幸 社会福祉法人宮津市社会福祉協議会評議員 宮津商工会議所専務理事 

 

 


